
○調査概要

〇回答のあった業種
回答数 割合

16 44%
5 14%
5 14%
3 8%
2 6%
2 6%
2 6%
1 3%
36

Q現在雇用している外国人は何名ですか。また、国籍はどこですか。
人数 割合 人数 割合
143人 81.7% 1人 0.6%

7人 4.0% 人 0.0%
4人 2.3% 人 0.0%
人 0.0% 人 0.0%

4人 2.3% 人 0.0%
8人 4.6% 3人 1.7%
1人 0.6% 人 0.0%
1人 0.6% 人 0.0%
1人 0.6% 人 0.0%
2人 1.1%

175人

ニュージーランド

ラオス

インドネシア

台湾
フランス

外国人雇用に関する企業アンケート結果

業種
建設業
製造業

運輸業・郵便業

　　苫小牧市総合政策部未来創造戦略室

対象企業：工業雇用振興課のアンケートに回答のあった市内の外国人雇用企業
調査期間：令和4年6月29日から令和4年11月16日まで
調査件数：55件
回 答 数 ：36件

国名
ベトナム

合計

アメリカ
国名

卸売・小売業

宿泊業
飲食サービス業

教育・学習支援業

サービス業

中国

フィリピン
モンゴル

韓国 ギニア
タイ

合計

オーストラリア
カナダ

メキシコ

ミャンマー
フィンランド

ネパール

建設業

製造業

卸売・小売業

宿泊業

飲食サービス業

運輸業・郵便業

教育・学習支援業 サービス業
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ド
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台湾
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ド
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スト
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ア
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ダ

人数 143人 7人 4人 人 4人 8人 1人 1人 1人 2人 1人 人 人 人 人 3人 人 人 人

割合 81.7% 4.0% 2.3% 0.0% 2.3% 4.6% 0.6% 0.6% 0.6% 1.1% 0.6% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 1.7% 0.0% 0.0% 0.0%
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Q雇用している外国人の在留資格は何ですか。（複数回答可）
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身分に基づく在

留資格（永住

者、定住者、日

本人の配偶者

等）

技能実習 特定技能 技術・人文知

識・国際業務

資格外活動（留

学生のアルバ

イト等）

特定活動（EPA
に基づく看護

師、介護福祉

士候補者等）

選択肢以外の

就労可能な在

留資格（技能

等）

身分に基づく在留資格

（永住者、定住者、日本

人の配偶者等）
6.0%

技能実習
67.8%

特定技能
6.5%

技術・人文知識・国際業

務
9.0%

特定活動（EPAに基づく

看護師、介護福祉士候

補者等）
10.6%

n=24

n=24
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Q外国人を雇用する理由は何ですか。（複数回答可）

　※その他の回答…日本人より熱心に働いてくれるため

Q雇用時または雇用後に課題や問題はありますか。（複数回答可）
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国籍に関係

なく優秀な人

材を確保す

るため

日本人の雇

用が困難な
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真面目で熱

心な人が多

いため

職場の意識

改革や活性

化のため

業務上、外

国語の使用

が必要なた

め

海外の事業

展開に対応

するため

日本人より

賃金が低い

ため

その他
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不足

文化・価値

観・習慣の

違い

手続き（在

留資格・雇

用管理等）

が煩雑

社内の受

入体制

生活面で

のフォロー

住居の確

保

仕事に対

する姿勢

離職率が

高い

その他
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Q雇用中の外国人に対して企業独自の取組や配慮は行っていますか。（複数回答可）

Q外国人雇用に関して市にどのような支援を求めますか。（複数回答可）
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特にない 家具・家電製

品等の準備

住居費の助成 日本語教育 日本語サポー

ト（通訳、やさ

しい日本語

等）

住居と職場の

送迎

その他

日本語教育支援, 12, 
29%

行政手続き支援, 
15, 37%

生活支援, 
14, 34%

日本語教育支援 行政手続き支援 生活支援
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Q今後、外国人の雇用をどうしますか。（ひとつのみ回答）

Qその他ご意見あれば記載ください。
【記載内容】

・建設業は2～3月はほとんど仕事がないため、その期間に日本語講座の開催があると助かる。

・建設業に関しては、日本の複雑な制度により企業の費用負担や提出書類が他業種より多く、
  外国人にも嫌がられており、応募が減少していると感じる。

・今働いてくれている方々のように良い人材がいれば、今後も国籍に関係なく採用はしていき
  たいと思います。

増やしたい
16

45%

現状維持
8

22%

減らしたい
0

0%

未定
12

33%
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